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2021年５月28日（金）



2020年度の業績2020年度の業績

• ビジネススタイル変革への取組み
• 2020年度は新型コロナ影響により、見通しも不透明な環境下でスタートしたが、当社グループでは、デジタル
技術の活用により、社員の健康と業務継続を維持してきた。

• 2020年度は、消費税増税の影響や自賠責保険の料率改定影響、債権法改定影響などが見込まれる厳しい
年であったが、ビジネススタイル変革に取り組み、業務プロセスの見直しや、ペーパーレスなどを進め、グ
ループ全体で約340億円のコスト削減を実現した。

•2020年度業績
• トップラインは、海外子会社が収支改善に向けた取組みのため減収となったものの、国内損保事業は自動車
保険・火災保険が好調で、業界トップ水準の増収を実現した。

• ボトムラインは、海外事業を中心に新型コロナ影響による発生保険金658億円を計上したことや、国内損保事
業で責任準備金等の積立負担などの特殊要因があったが、追加的なコスト削減に取り組んだことや、国内生
保事業が過去最高益となったこと、自動車保険が好調だったことなどにより、グループ修正利益、当期純利益
とも、業績予想を上回って着地することができた。

2021年度に向けて2021年度に向けて

•2021年度は、中期経営計画「Vision 2021」の最終年度であり、目標であるグループ修正利益3,000億円の達

成にむけ、グループ一丸となって取り組む。

•事業環境変化と現中計で取り組んできた成果を踏まえ、CSV×DX×Globalを軸に、中長期的な成長を実現し

ていく。

はじめに:2020年度を振り返って
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Ⅰ. 2030年に目指す姿
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1. 事業環境

経済状況と社会情勢 テクノロジーの進化

 国内経済の鈍化とアジア等の新興国での成長の
持続

 新型コロナを契機とするライフスタイル、ビジネス
スタイル変革の加速

 米中対立激化の影響

 ESGや気候変動への関心の高まり

 世界的な低金利の継続

 国内自動車保有台数・住宅着工件数の減少

 健康増進・ヘルスケアビジネス拡大 等

 デジタルプラットフォーマーの台頭

 ５GによるIoT機器の普及

 サイバーリスク上昇

 自動車技術の進展（自動運転、空飛ぶ車）

 キャッシュレス決済等、デジタル技術の
日常生活への更なる浸透
（Society 5.0の実現） 等

今後の事業環境

 社会的課題をデジタルなどの技術革新で解決することにより、持続的な利益成長を実現する。

 国内での優位性を維持しつつ、アジアの成長、グローバル保険市場のプレゼンス向上により
企業価値を向上させる。
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２．MS&ADグループの目指す姿

「レジリエントでサステナブルな社会」を支える企業グループ

MS&ADグループの目指す姿MS&ADグループの目指す姿

 気候変動対応でイニシアチブを発揮し、サステナブルな社会の実現に貢献している。

 社会的課題の解決に関し、特徴的で世界をリードする商品・サービスを持ち、世界に
認知されている。

 当社グループが提供する商品・サービスが人々の生活や事業活動の中に組み込ま
れ、リスクの発現が予想される際には、能動的にウォーニングやリスク回避のアドバ
イスを発し、リスク発現時のサービスや経済的な補償をシームレスに提供している。



1,898

2,331
2,146

3,000

5,000

6.1%

8.0%

6.7%

8.5%

12.0%

2018 2019 2020 2021
(予想)

- 2025 - 2030

グループ修正利益 グループ修正ROE

３．2030年に目指す姿
•「世界トップ水準の保険・金融グループ」にふさわしい成長率・資本効率を実現する。
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Vision 2021 次期中計 次々期中計以降

(年度)

(単位：億円)

利益水準
（IFRSベース）

ROE

5,000億円 12%

CO2排出量

2030年 2050年

（2019年度対比）

▲50% ゼロ

D&I（2030年末まで）

女性役員※比率
（持株会社）

女性管理職比率
（グループ目標）

女性ライン長比率
（グループ目標）

30% 30% 15%

E

S

財務

※取締役＋監査役＋執行役員

＜参考情報＞ グローバルピアの水準※

利益水準 ROE
A社 1兆円 12.6％
B社 8,300億円 14.5％
C社 6,300億円 13.0％
D社 6,000億円 12.3％
E社 4,800億円 9.5％
F社 4,400億円 3.8％

※利益は2019年度修正ベース
ROEは2015～2019の平均値



9

４. 成⾧Vision

Vision 2021 次期中期経営計画

①既存の収益基盤強化・改善①既存の収益基盤強化・改善

②海外の事業基盤拡大・新規事業投資②海外の事業基盤拡大・新規事業投資

③補償・保障前後の領域の収益化
（MS&AD Value戦略）

③補償・保障前後の領域の収益化
（MS&AD Value戦略）

④新規ビジネスの創造と収益化④新規ビジネスの創造と収益化

2021 2025 2030

利益水準

100億円規模の利益
の達成を目指す

③＋④の成果

×CSV DX Global×



５． による成⾧ (1)補償･保障前後の領域の収益化（MS&AD Value戦略）
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サイバー攻撃を検知・防御
迅速な初動対応を

サポート

補償（保障）する伝える・防ぐ
リスクを

伝える・防ぐ 小さくする 回復する
影響を すばやく

小さくする 回復する

事故発生を抑制し、
早期回復を支援する
セキュリティソフト

年間12,000円／1ライセンス

×CSV DX

• 振る舞い検知でウィルスの
攻撃や不正アクセスを発見

• 未知の脅威に対しても検知
から防御まで対応

• PCログをリアルタイムに収
集し、情報漏洩の有無や影
響範囲を可視化

保険による
補償

事故時
専門事業者
紹介サービス
（無償）

外部提携業者

安全運転支援アラート
事故緊急自動通報

サービス
パターン１：特約型

パターン２：サービス
利用契約型

保険契約
サービス
利用契約

お客さま

従来型
保険契約 （サービス）

特約等
（サービス）

お客さま

例）

例）

保険による
補償

 運転診断レポート

➡個別の安全運転アドバイス等により、運転を客観的に評価

 安全運転支援アラート

➡前方衝突や急加減速、高速道路での逆走等を注意喚起

 衝撃検知時の

安否確認コール

 ドラレコ型AI事

故状況説明シス

テムやAI映像分

析等、事故対応

への活用

※2021年4月～トライアル販売中

見守る
クルマの保険

見守る
サイバー保険※

オリジナルの専用ドライブ
レコーダーを貸与



５． による成⾧ （2）新規ビジネスの創造と収益化
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RisTech

お客さま

Toyota Connected 米国提携
保険会社TIMS

走行
データ

走行
データ
(保険用)

走行
データ
(保険用)
＋

付加価値

データ使用料 データ使用料

最適なテレマティクス自動車保険サービス

安全運転
アドバイス

合理的な
テレマ保険料

米国テレマデータビジネス
 全DCMデータのストレージ
 ビッグデータ解析

テレマティクスデータ分析
（例） ● 走行距離

● 走行時間、時間帯
● ブレーキ・アクセル操作 等

×CSV DX

MOTER Technologies (米国保険ソフトウェア開発会社)

保険ソフトウェアの研究を通じ、
次世代特化商品の開発につなげる

人的被害を回
避・最小化する
ソリューション

を提供

スマート
シティ

社会インフラ
メンテナンス

気候変動リスク

2

3

4

スマート
モビリティ 新しい安全運転

喚起ソリュー
ションを提供

1

社会インフラの
メンテナンス
ソリューション

を提供

サプライチェー
ンも含めた企業
への影響分析と
リスク低減策を

提供

※OTA（Over the Air）：
データ送受信やソフトウェアのアップデートを無線通信で行う技術
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６．事業ポートフォリオ管理の強化 (1) 事業ポートフォリオの見直し

資本効率の向上に向け、事業ポートフォリオを見直し。

海外地域別収保

事業別利益

国内損保種目別保険引受利益

※ 国内損保は政策株式売却等損益を除く

事業ポートフォリオの見直しイメージ

国内損保
51%

国内生保
16%

海外
30%

金融ｻｰﾋﾞｽ

ﾘｽｸ関連ｻｰﾋﾞｽ
2%

2021年度予想

国内損保

国内生保

海外

金融ｻｰﾋﾞｽ

ﾘｽｸ関連ｻｰﾋﾞｽ

将来イメージ

アジア
36%

欧州
36%

米州
28%

2021年度

アジア

欧州

米州

将来イメージ

自動車
79%

新種
15%

海上
6%

2020年度

自動車

新種

海上

傷害

火災

将来イメージ

海外w/t増

米州w/t増

火災黒字化

新種
w/t増

※

※



定性的視点

定量的視点
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６．事業ポートフォリオ管理の強化
(2) 取組みのステップとポートフォリオ管理の視点

事業ごとの課題の明確化

課題解決状況の管理

結果を踏まえたポートフォリオ入れ替え

資本効率 成長性 ボラティ
リティ

戦略的意義

資本効率、成長性、利益のボラティリティを勘案
した改善取組と事業の入れ替えを実施する

取組みのステップ ポートフォリオ管理の視点



Ⅱ. 「Vision 2021」の進捗状況



１．目指す姿への達成状況
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中期的に目指す姿（2021年度目標）
「世界トップ水準の保険・金融グループ」

2020年度の進捗状況

中期的に目指す姿の達成

環境変化に対応できるレジリエントな態勢の構築

スケール
9位

（FORTUNE GLOBAL 500 2020, P&C）

世界の損害保険会社グループ
トップ10圏内

資本効率 6.7％ グループ修正ROE10%

財務健全性
235％

（参考：UFR適用時 246％）
ESR180%~220%

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ分散 32％
国内損害保険事業以外で50％
（利益ベース）

政策株式の
占める割合

リスク量 の 34.0％
連結総資産の 11.8％

政策株式が
グループのリスク量の30%未満、
連結総資産の10%未満

収益性
自然災害除くＥＩコンバインドレシオ

91.7％
国内損害保険事業のコンバインドレシ
オ95%以下を安定的に維持

ﾆｭｰﾌﾛﾝﾃｨｱ2013

（2010年度～2013年度）

Next Challenge 2017

（2014年度～2017年度）

Vision 2021 （2018年度～2021年度）

CSV※に基づく経営の展開

※CSV：Creating Shared Value

スケール、財務健全性、収益性は目標水準を維持。

資本効率、ポートフォリオ分散、政策株式の占める割合は目標達成に向けて引き続き取り組む。

国内損害保険事業の

収益力向上

資本効率の向上

価値創造ストーリー
の構築

国内損害保険事業の
収支改善

財務健全性の確保

Mission, 
Vision,
Valueの策定

レジリエントで
サステナブルな社会

2030年に目指す社会像



2018年度 2019年度

実績 実績 実績 （予想比） 予想 （前期比） （目標比）

グループ修正利益 1,898 2,331 2,146 46 3,000 853 －

 国内損害保険事業 1,469 1,195 1,585 △ 105 1,710 124 △ 60

  (除く政策株式売却等損益) (651) (984) (1,199) (△261) (1,360) (161) (△140)

 国内生命保険事業 316 297 569 259 430 △ 139 20

 海外事業 54 494 △ 71 △ 111 800 871 50

 金融サービス事業/

　リスク関連サービス事業
58 48 61 1 60 △ 1 △ 10

6.1% 8.0% 6.7% △ 0.1pt 8.5% 1.8pt △ 1.5pt

　　当期純利益 1,927 1,430 1,443 43 2,300 856 －

35,004 35,737 35,009 409 36,130 1,120 330

15,999 13,934 12,973 1,893 12,000 △ 973 2,000

8,194 8,902 9,583 363 10,100 516 480

199% 186% 235% －
180%～

220%
－ －

2021年度通期予想2020年度

ESR(Economic Solvency Ratio)

 グループ修正ＲＯＥ

ＭＳＡ生命EEV

連結正味収入保険料

生命保険料（グロス収入保険料）※

２．経営数値目標の達成状況と見通し
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(単位：億円)

※ 生命保険料(グロス収入保険料)は国内生保子会社のみ

2021年度のグループ修正利益は、前期比＋853億円の3,000億円。

当期純利益は前期比＋856億円の2,300億円を見込む。



6.1%

8.0%
6.7%

8.6% 8.5%

2018 2019 2020 2020 2021
予想

0.8%

△5.6%

5.0% 4.5%
5.9% 5.2%

7.9%

3.7%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

３．経営数値目標の達成状況と見通し

(年度)

948874

145

2,137 1,051

1,557 1,475

△875

(単位：億円)

1,898

2,331 

3,000

グループROE

Vision 2021Next Challenge 2017ニューフロンティア2013

(参考)グループコア利益とグループROE

2,146

※ MS海外事業再編影響のうち2019年度の支払法人税等減少額

2,741

グループ修正ROE
■ 国内損害保険事業 ■ 国内生命保険事業
■ 海外事業 ■ 金融ｻｰﾋﾞｽ事業/リスク関連事業 ■ その他※

除く新型コロナ
関連の

インカードロス
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グループ修正利益とグループ修正ROE



・新型コロナに起因するインカードロスの影響は658億円と業績予想より178億円増加した。
・通期予想時に示した資産運用のマイナス影響▲280億円は金融市場の回復等により、ほぼ生じない結果となった。

４．新型コロナウイルスの影響

（単位：億円）

新型コロナウイルスの影響額（2020年度）

・ MS Amlinは、2020年度の大口ロスの一因となった英国の元受利益保険の
引受を2020年1月に撤退済。

・ コロナロスの影響を直接受ける可能性のある種目については、
更改の都度、感染症リスクの免責化を進めている。

新型コロナウイルスの影響額（2021年度予想）
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MS AD 海外保険子会社

MS Amlin

新型コロナに起因する

インカードロスの影響
658 52 167 438 428

実績

2021年度への

影響は限定的

・ MS : 海外旅行保険、興行中止保険、利益保険（海外受再が中心）等
・ AD : 本社再保険事業等
・ MS Amlin :右表のとおり

（単位：億円）MS Amlinの内訳

区分 インカードロス

元受利益保険

（英国他）
150

その他（再保険、保証

信用保険、不確実性に
備えた追加積立等）

277

合計 428



65 
197 

619 
478 

924 919 

1,533 

1,901 

1,469 

1,195 

1,585 
1,710 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
予想

23

５．国内損害保険事業の状況

高い収益性を維持

※2 EIベース除く家計地震・自賠責

（年度）

（年度）

 トップラインは好調を維持

 「CSV×DX」戦略により成長を加速

業界トップ水準の増収率を継続

 大口ロス増加とライフスタイルの変化に伴う小口
ロス増加による火災収支の悪化をその他種目で
カバー

 適切引受により良好なコンバインドレシオを維持

 グループ修正利益は着実に成長

ROR
（2018～2020年度平均）

11.9％

※1 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値
( 2010年度は三井住友海上、あいおい損保、ニッセイ同和損保の単体数値の

単純合算値)

グループ修正利益※3

正味収入保険料※1 コンバインドレシオ※2

21,769 

23,439 
24,174 

25,291 
26,066 

26,995 26,702 
27,223 27,460 

28,247 28,409 28,530 

103.6%

115.8%

102.1%
101.0%

96.6%

93.4%
91.4%

94.1%

100.6%

96.4% 95.1%
95.1%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
予想

正味収入保険料

コンバインドレシオ

（単位：億円）

（単位：億円）

※3 2010～2017はグループコア利益
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 トップラインは、世界的な金利低下の
影響等による減少はあるものの、安定
的に１兆円規模を維持

 ２０２１年度は、新型コロナウイルスの
収束が不透明かつ低金利環境の継続
を想定し、前期同水準の１．２兆円を
見込む

 ボトムラインは、４００億円規模の利
益が着実に上がる構造に

 ２０２１年度は、４３０億円を見込む

グロス収入保険料

グループ修正利益※１,※２

（年度）

（年度）

(単位：億円)

(単位：億円)

ROR
（2018～2020年度平均）

7.1％

▲52 ▲24 4 71 59 64 46 52 108 120 165 230 
93 77

103
182 147 190 207

292 233 203

431
230

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

予想

MSA生命 MSP生命

297

569

430

316343
251250

204
244

98
4341

※1 2010～2017はグループコア利益

※2 国内生保計のグループ修正利益の値（グラフの上部）にはパーチェス差額調整等を

含むため、それぞれの子会社の値の単純合算値とは一致しない

3,519 3,847 4,213 4,167 4,418 4,611 4,789 4,925 5,042 5,212 5,119 5,000 
2,437 2,347 

4,493 
8,264 

10,540 
12,994 10,711 10,156 10,956 8,721 7,854 7,000 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

予想

MSA生命 MSP生命

13,934
12,973 12,000

17,605 15,99915,08115,50014,958
12,431

8,707
5,956

0%

50%

100%

150%

200%

1Q2Q3Q4Q
0%

50%

100%

150%

200%

1Q2Q3Q4Q

保険料前年比の推移（2020年度）

MSA生命 MSP生命

（新契約年換算保険料ベース） （収入保険料ベース）

262 294

911 814

2020 2021
予想

新契約年換算
保険料

1兆円を超える水準を維持

400億円の利益規模に成⾧

1,174

6,195

1,108

６．国内生命保険事業の状況



2,643 2,622 2,878 
3,690 4,159 4,616 

8,187 
8,927 9,388 9,388 

8,311 
9,680 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
予想

正味収入保険料※1

 過去10年では、MS AmlinやMS FCの大型買収等により、
トップラインを大きく拡大

 2020年はコロナ影響とMS Amlinにおける収益性を重視し
た引受厳格化により正味収入保険料は前年比減

 グループ修正利益は、2021年は新型コロナの特殊要因
剥落、海外生保の増収を主因に、対前年＋871億円の
800億円を見込む

コロナによる減収と
MS Amlinにおける引受厳格化

MS Amlin買収

MSFC買収

18 

△1,123

135 180 

382 
279 

346 

△1,250

54 

494 

△71

800 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
予想

43

グループ修正利益※1

（年度）

（年度）

タイ洪水

新型コロナ

ROR
（2018～2020年度平均）

2.9％
（除くコロナ影響6.0％）

連続２年間通算の
自然災害による保険ロス
としては史上最高

（単位：億円）

（単位：億円）

2020年度→2021年度主な増益要因 増益見込額（億円）

MS Amlin
・MS Amlinの収益力回復取組
・市場のハード化取り込み
・アジアのリテール市場開拓
・MGA等スペシャルティ市場の

開拓
・北米寒波ロスの影響

＋140

＋300
アジア・
欧州・米州

海外生保
・Challengerの業績回復
・Phoenix配当増
・交銀人寿持分法適用会社化等

＋160

新型コロナ
要因

新型コロナロスの特殊要因剥落 ＋570※2

※1 海外連結子会社及び持分法適用関連会社に、損保会社の海外支店、海外非連結子会社、
損保会社本社の海外受再等の業績を合算したベース。2017年度以降は、本社再保険事業を
含む。2017年度以前はグループコア利益

※2 新型コロナに起因するインカードロス658億円のうち、海外事業の623億円（海外子会社438億円、
その他185億円）を税後換算

７．海外事業の状況

2021年度以降利益拡大フェーズへ



８．３つの重点戦略 グループ総合力の発揮
 国内元受正味保険料は、3年連続で業界トップ水準の成長率を実現。

 同時に大幅な生産性向上を実現。組織要員の見直しやオフィスの削減等により、2025年度末までに1,000億円の
コスト削減を見込む。

商品・営業 損害サポート

 共通システムをベースとした商品の共同開発
 共同提案・共同キャンペーンによる販売手法の共有

 ＭＳ・ＡＤ間で相互に業務委託
 保険金請求Webシステムの一部共同化

資産運用

 運用部門同居によるノウハウ共有（MS・MSA生命）
 ESG投資などの共同投資・共同研究

事務・システム

 オンライン刷新による業務プロセスの改革
 商品・事務共通化によるシステム開発・運営コスト削減

2020 2021
予想

2023
見通し

2025
見通し

340
490

19

800

1,000
生産性の向上

（追加的コスト削減）

当初計画（国内＋海外）

195 300

145145
190190

※1 MS・ADの単体数値の単純合算値。収入積立保険料を除く

200200

（単位：億円）

（年度）

※2 国内損保の事業費削減の詳細はP28参照

18

+2.6% +3.5% +1.3%

業界トップ水準の成長性
（国内元受正味保険料※1）

28,762 29,503 30,537 30,946 

2017 2018 2019 2020

（単位：億円）

（年度）

グループ総合力発揮の効果

共同化・共通化取組み例



８．３つの重点戦略 デジタライゼーション推進

19

 デジタライゼーションが着実に進展、 「CSV×DX」戦略をグローバルに展開。

商品・サービスの変革

販売チャネル・
販売手法の変革

新たなビジネスの創造

CSV×DXによる展開

グローバルに展開
~国内、アジア、そして世界へ~

補償（保障）する事故・災害を未然に防ぐ
影響を 回復を
減らし 支援する

グローバリゼーション

MS1 Brain リモート

募集・提案 契約締結 契約管理・事故対応

end to endでデジタル化を実現

展開事例

ショッピングサイト・予約サイト等で展開

保険手続きプロセスのデジタル化

データビジネスの展開

補償・保障前後のリスクソリューション提供

米国テレマティクス・データビジネス

ECサイトとのシステム連携

アジア テレマティクス自動車保険

見守るクルマの保険

見守るサイバー保険

健康経営支援保険

RisTech
・車載デバイスから収集・分析したデータを保険

会社向けに販売

・保険ソフト会社 MOTER社設立

・MS1 Brainを横展開。フィリピンで保険販売開始

その他各国での導入追加検討
・欧州主要国（英・独・仏・伊・西）、タイなどで

テレマティクス自動車保険を販売

コア商品と位置付け、商品ラインアップを拡充

安全運転支援アラート

サイバー攻撃を検知・防御

専用アプリによる疾病予防

事故緊急通報サービス

改善活動をサポート

迅速な初動対応をサポート

・デジタルタコグラフを活用した安全運転診断

サービスや、自治体向けツール「防災ダッシュ

ボード※」の開発 等

※ リアルタイムの水位データやエリアのリスクの可視化などを行う

※ 2021年4月よりトライアル販売を開始



60.3%

54.0%

68.2%

51.3%

29.3%

16.3%

32.3%

16.2%

5.0%

27.1%

-4.0%

30.2%

5.4%

2.6%

3.5%

2.3%

2018

2019

2020

2021
予想

国内損保(除く政策株式売却等損益)
国内生保
海外
金融サービス/リスク関連サービス

８．３つの重点戦略 ポートフォリオ変革
事業ポートフォリオの分散について、2021年度には国内損保事業とそれ以外でほぼ半々の水準となる見通し。

政策株式の削減は、2017年度から2021年度までの5年間で5,000億円売却する目標を、2020年度に達成した。
グループのリスク量に占める割合および連結総資産に占める割合は、株価の上昇により目標水準に達せず。
2021年度も1,000億円規模の売却を継続し、目標水準の安定的な達成を目指す。

20

32.7
%

26.1
%

34.0
%

32.8
%

2017 2019 2020 2021
予想

（年度末）

目標
30%
未満

12.7
% 9.2

%

11.8
%

11.4
%

2017 2019 2020 202１

予想

（年度末）

目標
10%
未満（年度）

目標：国内損保事業以外で50%

5,000

1,513

1,367

1,118

1,027

1,000

2017年度
~2021年度
の売却目標

累計売却金額

5,027億円

（進捗率101%）

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度
（計画）

（単位：億円）

ポートフォリオの分散 リスクポートフォリオの分散
グループ修正利益に占める各事業の割合 政策株式売却目標と達成状況

グループのリスク量に
占める割合

連結総資産に
占める割合



９．CSV取組み（1）

70

 CSV取組みがグループ内に浸透。

 7つの重点取組み課題を解決する商品・サービスを提供することによって、当社グループの成長も実現。

90.4% 90.3%

92.9%
94.4% 94.4%

95.6%

2018 2019 2020

Q1:CSV実感度 Q2:MVV理解度

新たなリスクに対処する

9,846
12,330

13,516

2018 2019 2020

サイバーリスクから守られて
いる法人・組織数

49.3
65.0 71.8

2018 2019 2020

サイバーリスク保険の
正味保険料収入

新しいリスクに対応する商品の開発・提供
 テレワーク総合補償プラン
 GIGAスクール構想販売事業者向け補償プラン
 ドローン総合補償保険
 スマホ決済事業者向け総合補償プラン
 IoT機器サイバーセキュリティ診断サービス 他

サービス提供件数44件、増収額：約１７億円

（億円）

（年度）（年度）

７つのCSV重点取組み課題 CSV取組み事例

社員意識調査

RisTechによる事故防止・防災サービス
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９．CSV取組み（2）
事故のないモビリティ社会を作る

99 382

867

2018 2019 2020

テレマティクスを活用した安全運転
支援サービス※で見守られている

車の台数

テレマティクス自動車保険
 AIを活用したアラート機能の付帯、テレマティクス技術やAI

等を活用した迅速かつ適切な損害サービス
 「防災・減災に繋げる安全運転のためのヒント集」
バイク用ドラレコ保険 他

11.8 

19.4 

25.2 

2018 2019 2020

メガソーラー総合補償プラン
の新規保険料

再生エネルギー事業者向け総合補償プラン
（地熱発電事業、メガソーラー、小型風力発電、等）

 「食eco」：食品事業者向け生産物回収費用保険
 Jupiter社との提携による「TCFD向け気候変動影響定量

評価サービス」
 LaRC-Floodプロジェクト「気候変動による洪水頻度変化予

測マップ」
 リアルタイム被害予測「cmap.dev」の提供 他

課題解決につながる商品・サービスの提供

事故のないモビリティ社会を作る 気候変動の緩和・適応に貢献する

自然資本の持続可能性に取り組む

170

300
400

2018 2019 2020

ご契約者のメガソーラーによる
発電量を火力発電で賄った場合

のCO2排出量

課題解決につながる商品・サービスの提供

224 
244 

264 

2018 2019 2020

水リスク簡易評価の
実施拠点数

42.0%
40.7% 39.7%

2018 2019 2020

水不足のリスクが高い拠点
の割合（累計）

（年度）（年度）

（年度）（年度）

（年度）

自然資本のリスク評価サービス
環境サプライチェーンコンサルティング
生物多様性土地利用コンサルティング 他

課題解決につながる商品・サービスの提供

スマホアプリ「被害予測cmap」を公開

• 気象警報や避難指示等の緊急情
報を通知

• 利用者の現在地および登録地点
の情報に基づき、最大で3つの都
道府県の緊急情報を受信可能

83 
332 

755 

2018 2019 2020

テレマ型自動車保険
（個人のお客さま向け）の

営業成績保険料

（年度）

※見守るクルマの保険、つながる
クルマの保険 計

（億円）

（トン）

（億円）
（千台）
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９．CSV取組み（3）

 「スマート農業」普及に向けた自治体主催セミナー等の支援
 ドローンネットワークによる離島向け物流サービス 他

健康経営支援保険
セブンイレブンで契約できる「ガン保険」
将来の資産形成を支えるトンチン年金

13 

27 

36 

2018 2019 2020

トンチン年金のご契約数

レジリエントなまちづくりに取り組む 「元気で⾧生き」を支える

「誰ひとり取り残さない」を支援する

19

34

48

2018 2019 2020

トンチン年金のお受取総額

課題解決につながる商品・サービスの提供

95 

144 

2019 2020

正味収入保険料への
波及効果

283

374
461

2018 2019 2020

地方自治体との協定件数

課題解決につながる商品・サービスの提供

3,060 

6,801 

2019 2020

先住民向け住宅の火災保険料

22 

57 

2019 2020

当社保険を提供する先住民向け
住宅の棟数（累計）

課題解決につながる商品・サービスの提供

（年度）（年度）

（年度）（年度）

（年度）（年度）

（千件）（億円）（億円）（件）

提携するEPIC 
Homeが推進す
る建築プログラ
ムにボランティ
ア参加

（棟）
（MYR）

認知症「神戸モデル」
地域交通課題解決を支える「電磁誘導線を活用した自動運転車」向け自動車保険
マレーシアでの先住民向け住宅専用の火災保険の提供 他
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33.9% 33.6%

32.4% 32.7% 32.8% 31%台

30%台

2019 2020 2021
予想

2025
目標

将来の目標

事業費率※1（除くR＆D費用※2）の推移

35.1%
34.9%

31%台
30%台

33.1%
33.7% 34.0%

2019 2020 2021
予想

2025
目標

将来の目標

事業費率※1の推移
2020年度年初予想

2020年度実績

および2021年度予想

△250

△150

△50

50

150

250

2020

実績

2021 2022 2023 2024 2025

(単位：億円)

45 32

193
234

261 285

△134

△211 △223 △231
△187

△152

国内損保事業の事業費率は、システム減価償却・消費税の増税・自賠責保険減収・新型コロナ影響による減収等があり、
2020年度の当初計画は35.1％(前期比＋2.0pt）であったが、事業費削減取組により33.7%（計画対比▲1.4%）となった。

１．事業費削減の進捗状況 (1) 国内損保の事業費率改善

コ
ス
ト
削
減
効
果

※4

※5

減
価
償
却
費
等

※3 「オンライン刷新」「共同損害サービスシステム（BRIDGE)」「商品・事務共通化」の合計
※4 業務効率化により見込まれる業務量の削減等を事業費に換算したもの
※5 減価償却費＋システム開発費・運営費(費用処理額)、サーバ老朽化対応費用を含む

（年度）

※1 MSとADの 単体数値の単純合算値
※2 基盤構築を含む環境変化への対応、生産性向上・品質向上等に資する研究開発への投資コスト

大規模プロジェクト※3のコスト削減効果と減価償却費

(2021年度以降は計画）

システム減価償却費等 +0.8pt
消費税の増税による影響 +0.2pt
自賠責料率改定による減収 +0.5pt
新型コロナ影響による減収 +0.5pt

（年度）

（年度）

27

国内損保事業の事業費率の推移 大規模R&D投資の状況



180
320

620
780

2020 2021
予想

2023
見通し

2025
見通し

うち国内損保

340

490

1,000Vision2021
ステージ2

 ビジネススタイル変革によるコスト削減が順調に進捗し、2020年度は340億円の削減を実現。
計画をさらに上乗せし、2025年度末累計1,000億円のコスト削減を目指す。

１．事業費削減の進捗状況 (2) ビジネススタイル変革

業務効率化
（販売・損害サービス事務）

 大規模R&D投資の効果
・オンライン刷新
・商品・事務の共通化
・BRIDGE

(共同損害サービスシステム）
 デジタル活用による事務効率化

等
ペーパーレス

オフィススペース
の見直し

 オフィススペースの削減
 移動の減少による交通費・出張費の

削減
 ゼロベースでの既存業務の見直し

等

リモートワーク

施策の見直し 等

（年度）

（単位：億円）

800

国内

海外

組織効率化
 海外地域持株会社の廃止
 要員の最適配置 等

オペレーション効率化
 本社・海外拠点間の業務分担見直し
 デジタル技術活用による業務効率化

等

コスト削減効果の見通し 主なコスト削減策

28
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△ 481

△ 31
△ 616
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予想※1 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値 ※2 国内火災のみ （年度）
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２．火災保険の利益改善に向けた取組み
 火災保険の利益改善へ向けた取組みを着実にすすめ、次期中計期間中の黒字化を実現する。

※3 三井住友海上、あいおいニッセイ同和損保の単体数値の単純合算値（累計ベース、10億円未満切捨て）

（単位：億円）

・ 高リスク契約の引受条件・料率改善
・ 防災・減災の提案を強化：インタ総研と連携、RisTechの活用 等

・ 築年数による料率細分化
・ マンション管理組合向け商品の事故頻度別料率較差を拡大
・ 損害率が安定している家財を対象とした契約（セットプラン）の拡大や

次期参考純率改定へ向けた商品・料率改定の検討 等

保険引受利益（異常危険反映前）の増加額の見通し※3

年度 2021 2022 2023 2025 最終

累計効果 170 200 220 250 360

（単位：億円）

・大口ロスや、ライフスタイルの変化に
伴う小口ロス増加により厳しい状況が
継続

・ロス削減取組みを強化し、次期中計
期間中の黒字化を目指す

※2

火災保険利益改善の見通し

料率改定(2019年10月・2021年1月）の効果 ロス削減へ向けた取組事例

企業分野

個人分野

火災保険の保険引受利益（異常危険準備金反映前）※1
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３．海外事業の利益回復 (1) 中⾧期成⾧に向けて

45

MS Amlinの
成長軌道への転換

収益力回復取組に目途が
立ち、成長軌道へ転換し、
収益を拡大

次期中期経営計画

1,000億円～1,250億円の利益規模へ

各地域事業

欧州・米州・本社
再保険事業等の
安定的な利益拡
大

事業費削減取組み

2021年度末までに 110億円
グループシナジー

MS FC/MS Amlin、生損保 等

アジアの成長の取りこみ
損保・生保それぞれで高い成長率を実現

アジア損保

成長、発展する損保市場を
効率的に捕捉

海外生保
販売チャネル・商品競争
力の強化

×CSV DX Global×

インオーガニック成長 新規ビジネス領域

データビジネス等
の新規事業領域で
の利益創出の実現

米国 アジア

スペシャルティ保険市場、
ＭＧＡ、インシュアテック

リテール
保険市場
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３．海外事業の利益回復 (2) MS Amlin 収益力回復取組

62.4%

59.3%

76.4%

65.8%

70.0%

54%

2017 2018 2019 2020 2021

予想

新型コロナ影響

引受厳選を通じたポートフォリオ変革

業務効率化によるコスト削減の継続
2021年：2019年対比で90億円

市場ハード化の取込み

1

成長戦略の推進

2

3

4

▲ 1,095

▲ 22

93

▲ 370

238

2017 2018 2019 2020 2021
予想

（コロナ影響を除いた
場合の損害率）

（単位：億円）

一般リスク損害率の改善状況

利益拡大へ向けた取組み

グループ修正利益の推移※

不採算種目からの撤退や、料率引上げ・条件改善などの収益力回復取組の効果が着実に表れている。

2020年末の一般保険リスク損害率は、コロナ影響を除けば、前年比で改善しており、同様にコンバインドレシオも101.7％から
98.7%に3pt改善している。

引き続き、収益力回復取組を進めるとともに良績種目の引受拡大や市場のハード化を着実に取り込み、オーガニック及び

インオーガニックの成長戦略を通じて収益拡大を図る。（正味収入保険料の2021年計画は対前年779億円増収の計画）

※2017年度はグループコア利益
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アジア事業は利益を着実に伸ばし、海外事業を牽引。

2022年以降も市場成長を取り込み、収益力強化、リテール市場の開拓、グループシナジーの追求により成長し続けていく。

アジアの成⾧を
取り込む戦略

グループ
シナジーの

追求

・現地パートナー、
プラットフォーマー、
金融機関を通じたリテール
市場開拓

・デジタルを活用した
効率的なオペレーション

・損害率の改善取組収益力強化

市場の成⾧とともに利益を着実に伸ばし
海外事業を牽引

111

309

232

328
313

0

100

200

300

400

2017 2018 2019 2020 2021
予想

（年度）

（単位：億円）

グループ修正利益※1の推移 アジア主要国の損保収入保険料の
CAGR見通し（2019-2030年）

4.1%
4.9%

6.9%
7.9% 8.0%

0%

3%

6%

9%

出所：Munich Re, Insurance Market Outlook

アジア事業のコンバインドレシオ※4

・MS FC、MS Amlinの引受ノ
ウハウ活用による企業開拓

・生損保連携（販売チャネルの
相互紹介等）

・アジア合同ファンド活用に
よる資産運用の強化

CAGR  30%
リテール市場

開拓

88%

92%

96%

100%

2015 2016 2017 2018 2019 2020

※4 アジア（除くオセアニア）の連結子会社・持分法
適用会社の単純合算ベースの数値。

※1 2017年はグループコア利益
※2 2018年は香港の不動産売却益92億円を含む
※3 2020年はコロナの影響による活動制限に伴う一時

的な影響、助成金の影響等を含む

※２

※３

３．海外事業の利益回復 (3) アジア事業の拡大



64

89

118

28

190

2017 2018 2019 2020 2021予想

３．海外事業の利益回復 (4) 海外生命保険事業の成⾧

51

2020年度は新型コロナウイルスの影響により、一部出資先において保有資産の価値下落による損失があったものの、

2021年度はその影響は低減し、利益水準は改善する見込み。

(当社持分：億円)

利益成⾧見通し

 新型コロナの影響による一部出資先の保有資産の減損

2021年度の利益増の主要因（約+160億円）

英
2020年度と同規模の配当を2回受

領予定

豪
コロナの影響低減により黒字化見
込み

中国
2020年12月に出資完了。2021年

度より通期で利益貢献

既存事業:銀行窓販等主要チャネル強化、金利変動影響を受けにくい商品構成維持等により利益増・安定化を図る

新規事業:人口増による成⾧を見込むアジアを中心に投資効率の高い案件を発掘し、リターン向上・ポートフォリオの分散を図る

中⾧期戦略

グループ修正利益の推移 2020年度の利益減の主要因



＜オーガニック成⾧＞＜オーガニック成⾧＞
引受ガバナンスの強化と

良績種目の引受拡大 CSV×DX自動車保険の損害率改善

＜インオーガニック成⾧＞
・アジアでリテールに強い保険会社やプラットフォーマー
・米国でスペシャルティ保険に強い保険会社やMGA

＜グループシナジー＞＜グループシナジー＞

３．海外事業の利益回復 (5) 海外事業再編後の取組みと成果

46

2022年度～Vision 2021ステージ２

事業
効率化
事業

効率化

成⾧
戦略
成⾧
戦略

組織力
強化

組織力
強化 グループガバナンスの強化

グローバルベース
での成⾧へ

事業コストの削減

海外事業再編を踏まえた成長戦略・事業効率化・組織力強化の取組みが計画通り進捗。

経営判断の迅速化 海外人財の活用

 2021年度末までに年間110億円のコスト削減へ向け順調
・要員最適配置、地域持株会社廃止、デジタル活用などによる効率化

・ 本社・海外拠点間の業務分担見直しにより、さらなるコスト削減取組を推進

MS Amlinの収益力回復とアジア事業の拡大

ADモビリティ技術
のMSとの連携

MS FC/MS Amlinの企業
保険引受ノウハウ共有

生損保協業
（インド、マレーシ
ア、インドネシア）

アジア合同ファンド/MS Amlin債券
ファンド活用による資産運用の強化

等



グループ各社の連携グループ各社の連携

３．海外事業の利益回復 (6) シナジー取組み

47

海外グループ各社や、提携するグローバル保険会社と様々な分野でシナジー効果を発揮。

 ADのテレマティクス・モビリティーサービス
関連ノウハウの海外各拠点への連携

 自動車ロス改善のノウハウ活用

 MS、ADそれぞれのネットワークを活用
 グループ各社の引受ノウハウを連携

 アジア合同ファンドやMS Amin運営の債券ファンドの活用による、グループ全体での運用強化
 海外各拠点が収集した現地マーケット情報、分析のグループ内共有
 ガバナンスとリスク管理強化のため、グループ横断の運用管理システムを導入予定

 欧米グローバル保険会社と地域や商品で相互補完
（Mapfre、AXA、Generali、Fairfax）

 中国における太平洋保険との顧客企業の共同開拓、
平安保険との協業

・インドネシア 地熱発電向け保険引受
（MSインドネシア現法 × MS FC）
・台湾 洋上風力発電向け保険引受
（MS台湾現法 × MS欧州大陸現法）
・オーストラリア 天候指数保険発売
（MSオセアニア支店 × MSI Guaranteed Weather）
・英国 企業向け自動車保険引受

（MS Amlin × AD英国現法）

＜展開事例＞

販売ノウハウ展開・デジタライゼーション販売ノウハウ展開・デジタライゼーション

グローバルアライアンスグローバルアライアンス テレマティクス・モビリティテレマティクス・モビリティ

資産運用資産運用

 本社の販売ノウハウやデジタル技術を連携

・MS1 Brainのアジア展開
・ECサイト埋込型保険
・ドラレコ型自動車保険の発売（台湾）
・拠点連携のエンドユーザー開拓
・スマートフォンの延長保証制度（台湾）
・カード付帯／電子機器の商品付帯保険（香港、シンガポール）
・プラットフォーマー、銀行チャネルとの提携
・テレマティクス自動車保険の発売（台湾、タイ）
・投資先スタートアップとの連携 （シンガポールのCarro 等）

＜展開事例＞
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４．グローバルガバナンス

75

海外事業再編を通じて海外事業のガバナンス態勢を強化。

本社専門部の本社海外部門主催の会議への参加や、本社役職員の取締役会への派遣を通じ、ガバナンスを強化。

※1 経理、コンプライアンス、IT、内部監査等の専門領域所管部門

※2 内部管理体制・品質向上（アクチュアリー、内部監査、IT等）を現場近くでサポートする関連会社

サービス会社※2

が本社ガバナンス
を支援

サービス会社※2

が本社ガバナンス
を支援

取締役
派遣を通じた
ガバナンス・
モニタリング

本社

海外拠点
・取締役会等への参画を通じたけん制
・本社が定めた権限・報告ルールに基づく業務運営
・駐在員を通じた業務運営のモニタリング

＜本社専門部※1主催の会議＞
・経理、コンプライアンス、IT、

内部監査等の専門領域別に
論議・モニタリング

＜本社海外部門主催の会議＞
・海外事業の戦略論議
・事業計画の進捗
・コンプライアンス・リスク管理等の

モニタリング

＜効果＞ 海外事業運営の
透明性の向上

意思決定の
迅速化

現地経営の責任
主体の明確化
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５．事業投資方針 (1) 投資検討上の観点
資本効率向上に向け、規律ある事業投資を行う。

成⾧
投資
成⾧
投資

• システム投資等、デジタライゼーション推進投資等につき、ROIをしっかり意識した投資を実行

＜投資検討上の観点＞

• 価値観の共有

• 持続的な成長モデル

• リスクの分散（地理的・種目的）

• ROI ※

※ ハードルレートは資本コスト（７％）、内外金利差、事業毎のリスク評価を踏まえて設定

• ３年から５年先のゲームチェンジャー的技術、ビジネスモデル探索のための投資を実行
（2021年3月末現在、CVCを通じた投資は52社。）

• 実際の技術実装フェーズでは、ROIをしっかり意識した投資を実行

＜ターゲット＞

米 国：スペシャルティ、MGA、インシュアテック

アジア：リテール保険市場

その他

強化:既存事業の競争力強化のための投資

拡大:事業ポートフォリオの分散・拡大のための投資

創造:新規事業領域の創造にむけた投資



事業投資審査・モニタリング

事業投資推進

５．事業投資方針 (2) 検討体制の強化
2021年4月に持株会社内に専門チームを設置し、グループのM&A検討・推進の支援機能を強化。

専門チーム（グループ事業支援部の機能強化）

各グループ会社・所管部

事業投資審査チーム
（リスク管理部等）

①M&A実行による目的の達成・効果の最大化に資するよう、買収先候補の選定や分析を
支援

②具体的なディール検討時のデューデリジェンスを支援
③市場全体・保険会社株式の株価動向等のモニタリングを強化

審査

リスク管理部・
国際管理部等

モニタ
リング

事業投資推進等に係る経営会議体での論議・決定・モニタリング

New

協働 協働

海外人財の知見・ネットワーク

協働・情報連携

M&A戦略策定フェーズ ディール検討・実行フェーズ
PMI・ポストM&A

フェーズ

80
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６．MSA生命における金利リスク削減

55

超長期債投資の拡大により、ＡＬＭ（資産と負債の総合的管理）を推進し、金利変動に対して
より強固なポートフォリオ構築を目指す。

• 保有債券（資産）と、終身保険など超長期の保有契約（負債）との間で金利感応度※1)差
（負債＞資産）があり、金利リスクが大きい

• 資産と負債の金利感応度を合わせるよう、ヘッジ比率※２の向上を図っている

• 新ソルベンシー規制、ＩＦＲＳなど経済価値ベースの制度導入を見据え、金利リスク削減の
取組みを加速

• 新規資金による超長期債投資に加え、年限の短い債券から超長期債への入替を実施。
２０２１年度以降もこれらの取組みを継続

資産の金利感応度 負債の金利感応度

超⾧期債の購入

金利リスク
削減

※1 金利感応度：金利0.5%変動時の時価変動額
※2 ヘッジ比率：「資産の金利感応度÷負債の金利感応度」で算出（内部管理指標）。100%で理論的には資産と負債の金利変動をヘッジした状態となる

ヘッジ比率※2の改善見込み

2019年度 2020年度 2021年度以降

約60％ 約80% 約90%以上を目指す

グループ全体のESR変動幅縮小

2019年度 2020年度

ESR 186% 235%

国内金利±0.5%変動時のESR変動幅 46pt 27pt

金利リスク削減に
より、2021年度以

降の変動幅を
更に縮小させる
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2021年度は、当社グループのCO2排出量削減目標の見直し、ＴＣＦＤの情報開示等を推進。

・2050年ネットゼロの実現に向け、現行の当社グループのＣＯ２削減目標を見直した。

・ スコープ３※1のCO2排出量削減目標の対象カテゴリを拡大していくなど、ステークホルダーとともに脱炭素社会の実現に貢献していく。
※1当社グループの事業を通じて間接的に排出するもののうち、スコープ２以外のもの

気候変動が当社グループの事業に及ぼす影響を分析し、ＴＣＦＤ提言の推奨内容に則した情報の開示を継続推進していく。

【検討中のシナリオ分析について】
保険
引受

・物理リスクのシナリオ分析
【 台風による支払保険金の変動見込み】

投資 ・移行リスクのシナリオ分析
カーボンコストが、当社投資先企業の経営にどの程度
のインパクトを与えるか、分析し開示

【2021年度の気候変動関連の開示検討内容】

2050年ネットゼロの実現

TCFDの情報開示対応

・気候関連のリスクと機会を踏まえた戦略

・気候変動の進展等による財務インパクトを測定するシナリオ分
析の実施

・CO2排出量削減に関する指標と目標
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基準年 目標年 削減率 2009年度対
比削減率

（スコープ1+2)

スコープ3の
対象とするカ

テゴリ※2

再エネ
導入率

2019
年度

2030年度 ▲50% ▲60.3% 1,3,5,7,13 60%

2050年度 ネットゼロ - 全カテゴリ 100%

基準年 目標年 削減率

2009
年度

2020年度 ▲30%
（達成見込）

2050年度 ▲70%

【現行目標】（スコープ１＋２） 【新たな目標】（スコープ１＋２、３）

※2 カテゴリ番号1:購入した製品・サービス、3:スコープ1,2以外の燃料及びエネルギー
活動、5:事業から出る廃棄物、7:従業員の通勤、13:リース資産

勢力の変動による影響 ＋約5%～約50％

発生頻度の変動による影響 約▲30％～＋約28％

７．気候変動対応



Ⅳ. 株主還元



配当

2020年度決算分 年間１５５円（前期比 ５円増配）予定

2021年度決算分 年間１６０円（前期比 ５円増配）の予想

自己株式取得 2020年度決算分
2020年11月19日決定の２００億円（上限）に続き

１５０億円を上限に実施する (2021年5月20日決定)

株主還元方針と2020年度の株主還元

株主還元方針

グループ修正利益※の40%～60%を目処に、株主配当および自己株式の取得によって、株主
還元を行う。

2020年度の株主還元

2020年度決算分は、年間１５５円の配当を予定。あわせて１５０億円を上限に自己株式の取得を実施する。
2021年度決算分については、年間１６０円の配当を予想。

※ 「グループ修正利益」の算出方法については、P.92を参照

83



54 54 54 56 65
90

120 130 140 150 155 160
69.8

54.0 62.0
72.0

113.5 122.5

169.1
180.6

193.3
207.8

217.0

3.7%
3.2%

3.0% 3.0%
3.4%

3.9%

4.8%

5.4%
5.7%

6.9%
6.7%

2.9% 3.2%
2.6%

2.4%

1.9%

2.9%

3.4%

3.9%
4.2%

5.0%
4.8%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
予想

DPS

1株当たり自社株買いによる還元

総還元利回り

配当利回り

1株当たり総還元額・総還元利回り・配当利回りの推移

（単位：円）

（年度）

1株当たり総還元額・総還元利回り・配当利回りの推移
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